
平成２９年６月２０日 
 
多様な新ニーズに対応する「がん専門医療人材（がんプロフェッショナル）」

養成プランの選定結果について 
 

 
 
１．事業の背景・目的 

  本事業（平成２９年度予算額：１５億円）では、大学間の連携による「がん医療人材

養成拠点」において、各大学の特色を生かした教育プログラムを構築し、がん医療の新

たなニーズに対応できる優れた「がん専門医療人材（がんプロフェッショナル）」を養

成する取組を選定し、支援します。 

 

２．審査状況 

  平成２９年３月１０日付けで医学部医学科を置く各国公私立大学長宛に公募を行い、

１３件の申請を受け付けた後、「がんプロフェッショナル養成推進委員会」における審査

を踏まえ、このたび、１１件の事業が選定されました。 

 

３．その他 
がんプロフェッショナル養成推進委員会委員長（今井 浩三（東京大学客員教授））か

ら、今回の選定について所見が述べられました。 
 

               

 

＜本件に関する問合せ先＞ 

 高等教育局医学教育課  

医学教育係  

 電話 03－5253－4111（内 3306） 

本年度から開始する多様な新ニーズに対応する「がん専門医療人材（がんプロフェッ

ショナル）」養成プランについて、選定事業を１１件決定しました。 



申請件数：13件　選定件数11件

Ｎｏ 区分 申請担当大学名 連携大学名 事業名

1 国 東北大学 山形大学、福島県立医科大学、新潟大学 東北次世代がんプロ養成プラン

2 国 筑波大学

千葉大学、群馬大学、日本医科大学、獨協医科
大学、埼玉医科大学、茨城県立医療大学、群馬
県立県民健康科学大学、東京慈恵会医科大学、
上智大学、星薬科大学、昭和大学

関東がん専門医療人養成拠点

3 国 東京大学
横浜市立大学、東邦大学、自治医科大学、北里
大学、首都大学東京

がん最適化医療を実現する医療人育成

4 国 東京医科歯科大学
秋田大学、慶應義塾大学、国際医療福祉大学、
聖マリアンナ医科大学、東京医科大学、東京薬科
大学、弘前大学

未来がん医療プロフェッショナル養成プラン

5 国 金沢大学
信州大学、富山大学、福井大学、金沢医科大学、
石川県立看護大学

超少子高齢化地域での先進的がん医療人養成

6 国 京都大学
三重大学、滋賀医科大学、大阪医科大学、京都
薬科大学

高度がん医療を先導するがん医療人養成

7 国 大阪大学
京都府立医科大学、奈良県立医科大学、兵庫県
立大学、和歌山県立医科大学、大阪薬科大学、
神戸薬科大学

ゲノム世代高度がん専門医療人の養成

8 国 岡山大学
愛媛大学、香川大学、川崎医科大学、高知大学、
高知県立大学、徳島大学、徳島文理大学、広島
大学、松山大学、山口大学

全人的医療を行う高度がん専門医療人養成

9 国 九州大学
福岡大学、久留米大学、佐賀大学、長崎大学、熊
本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球
大学

新ニーズに対応する九州がんプロ養成プラン

10 公 札幌医科大学 北海道大学、旭川医科大学、北海道医療大学 人と医を紡ぐ北海道がん医療人養成プラン

11 私 近畿大学
大阪市立大学、神戸大学、関西医科大学、兵庫
医科大学、大阪府立大学、神戸市看護大学

7大学連携個別化がん医療実践者養成プラン

多様な新ニーズに対応する「がん専門医療人材（がんプロフェッショナル）」養成プラン　選定結果一覧



がんプロフェッショナル養成推進委員会委員名簿

相羽 惠介 東京慈恵会医科大学医学部客員教授
あい ば けいすけ

天野 慎介 一般社団法人グループ・ネクサス・ジャパン理事長
あま の しんすけ

今井 浩三 東京大学客員教授
いま い こうぞう

大津 敦 国立研究開発法人国立がん研究センター東病院長
おお つ あつし

小松 浩子 慶應義塾大学看護医療学部長
こ まつ ひろ こ

齋藤 加代子 東京女子医科大学附属遺伝子医療センター長
さいとう か よ こ

瀧川 千鶴子 KKR札幌医療センター診療部長
たきがわ ち づ こ

寺田 智祐 滋賀医科大学医学部附属病院薬剤部長
てら だ ともひろ

中川 恵一 東京大学大学院医学系研究科准教授
なかがわ けいいち

西尾 和人 近畿大学医学部教授
にし お かず と

張替 秀郎 東北大学大学院医学系研究科教授
はりがえ ひで お

堀 浩樹 三重大学副学長
ほり ひろ き

本田 麻由美 読売新聞東京本社医療ネットワーク事務局次長
ほん だ ま ゆ み

道永 麻里 公益社団法人日本医師会常任理事
みちなが ま り

（五十音順 敬称略 計１４名）

平成２９年４月１日現在



ＮＯ 氏名 所属

1 唐澤　克之 がん・感染症センター都立駒込病院放射線診療科部長

2 五嶋　孝博 がん・感染症センター都立駒込病院副院長

3 土原　一哉 国立がん研究センター先端医療開発センター　ゲノムTR分野長

4 長島　文夫 杏林大学医学部教授

5 成松　宏人 神奈川県立がんセンター臨床研究所がん予防・情報学部　部長

6 林　和彦 東京女子医科大学がんセンター長

7 松本　公一 国立成育医療研究センター小児がんセンター長

8 森田　達也 聖隷三方原病院　副院長

（五十音順　敬称略　計8名）

がんプロフェッショナル養成推進委員会
ペーパーレフェリー名簿



多様な新ニーズに対応する「がん専門医療人材（がんプロフェッショナル）」養成プラン

これまでに構築された「がん医療人材養成拠点」における人材養成機能を活用し、以下の取組を実施。

「緩和ケア推進検討会報告書」（平成28年4月 緩和ケア推進検討会）

・がん看護領域の専門・認定看護師等の確保が必要。
・緩和医療に関する大学講座が少なく、卒前教育は不十分な状況。
・医学生、臨床研修医、看護学生、薬学生等への緩和ケアに関する教育・研修を

推進する必要。

「がん対策加速化プラン」(平成27年12月総理発言を基に厚労省まとめ）

・今後、アカデミアや企業と協力してゲノム医療の実用化に向けた取
組を加速させていく必要。
・希少がん医療に関する医師や医療機関等の情報が不足していること
や、病理診断が難しいこと、希少がんに関する臨床研究を推進するた
めの体制が不足していること等が課題として指摘。

「今後のがん対策の方向性について」（平成27年6月 がん対策推進協議会）

・ライフステージごとに異なった身体的問題、精神心理的問題、社会的問
題が生じていることから、AYA（Adolescent and Young Adult）世代（
思春期世代と若年成人世代）や高齢者のがん対策等、他の世代も含めた「
ライフステージに応じたがん対策」として、対策を講じていく必要。

新たなニーズ

平成２９年度予算額（案）：１５億円（新規）

がんによる死亡者数は、第1位

1 悪性新生物 381,443人

2 心疾患 195,933人

3 肺炎 120,846人

4 脳血管疾患 111,875人

5 老衰 84,755人

6 その他 3955,76人

1,290,428人死亡者数計

(出典)：平成27年度人口動態統計(速報値)

【死因別死亡者数】

1日に約1,000人が、
がんで亡くなっている。

・がんは、わが国の死因第一位の疾患であり、国民の生命及び健康にとって重大な問題。
・がん対策の一層の充実を図るため、「がん対策基本法」が制定（H19.4施行）。

（がん専門医療人材養成に係るこれまでの成果）
日本のがん医療で不十分とされている放射線療法、化学療法、緩和医療等に関する専門資格取得に向けた大学院

教育コースや臓器横断的な講座の設置等によりがん専門医療人材の育成に一定の成果。

（※基本法に基づき「がん対策推進基本計画」を閣議決定）

背景

対応策
【取組・期待される成果】

ゲノム医療従事者の養成
・標準医療に分子生物学の成果が取り入れられることによるオーダーメイド医療への対応。
・ゲノム解析の推進による高額な免疫チェックポイント阻害薬、分子標的薬の効果的な使用による

医療費コストの軽減。

○高度がん医療人材の養成

希少がん及び小児がんに対応できる医療人材の養成
・希少がん及び小児がんについて、患者が安心して適切な医療・支援を受けれるよう様々な治療法を

組み合わせた集学的医療を提供できる医療チームの育成。

○ライフステージに応じたがん対策を推進する人材の養成
・ライフステージによって異なる精神的苦痛、身体的苦痛、社会的苦痛といった全人的苦痛（トータル

ペイン）を和らげるため、医師、看護師、薬剤師、社会福祉士（ソーシャルワーカー）等のチームに
よる患者中心の医療を推進し、患者の社会復帰等を支援。

自治体
地域医療機関等

海外機関等
A拠点

B大学

D大学

C大学

・人材交流
・教育プログラムの開発 等

・人材交流
・成果の還元・普及、

予防・啓発、在宅医療 等

各大学の人的・物的資源を活用し、
がん医療の新たな課題に対応

（取組イメージ）

「がん対策推進基本計画」（平成24年6月 閣議決定）

・緩和ケアは精神心理的、社会的苦痛を含めた全人的な対応が必要であり、その対象者
は、患者のみならず、その家族や遺族も含まれている。

（出典） 厚生労働省「国民医療費の概況」を基に作成

【がん治療に係る医科診療医療費】

約3.9兆円

【仕事を持ちながら悪性新生物で通院している者】

がん治療のため、仕事を持ちながら通
院している者は32.5万人いる。

資料：厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」を基に同省健康局にて特別集計したもの(16%増)
(20%増) (3%増)

(33%増)

(70%増)
(65%増)

(96%増)

(60%増)

(165%増)

(278%増)

(273%増)

(339%増)

【性別・年齢別がん罹患者数】

（出典） 国立がん研究センターがん対策情報センター「がん登録・統計」のデータを基に文科省が集計

2016年のがん罹患者数
予測は101万200人と
なっている。
（H28.7.15 国立がん研究センター発表）

（出典） 国立研究開発法人国立がん研究センター
西田 俊朗氏

第３回希少がん検討会（H27.4.27）提出資料

希少がん及び小児がんは１施設当たりの症例が少ない。


